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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　円弧状に配置された超音波振動子群を含む超音波探触子から被検体へ照射された超音波
の反射エコー信号に基づき断層画像と弾性画像を作成して表示する超音波診断装置におい
て、
　前記超音波振動子が形成された円弧面に対してほぼ垂線方向に超音波が照射され、扇状
に広がった領域に照射された超音波の反射エコー信号に基づき前記断層画像を作成する手
段と、
　前記超音波振動子群からの各超音波の照射方向は前記超音波探触子の前記被検体に対す
る圧迫方向に一致づけられ、前記扇状の領域のほぼ中央において矩形状の領域内に超音波
が照射され、前記矩形状の領域内に照射された超音波の反射エコー信号に基づき前記弾性
画像を作成する手段と、を備えることを特徴とする超音波診断装置。
【請求項２】
　超音波探触子から被検体へ照射された超音波の反射エコー信号に基づき断層画像と弾性
画像を作成して表示する超音波診断装置において、
　前記超音波探触子から照射された超音波の反射エコー信号に基づき前記断層画像を作成
する手段と、
　前記被検体への圧迫方向を検知するセンサと、前記センサの検知によって超音波の照射
方向を前記圧迫方向へ一致づける手段と、
　前記圧迫方向へ照射する超音波の反射エコー信号に基づき前記弾性画像を作成する手段
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と、を備えることを特徴とする超音波診断装置。
【請求項３】
　断層画像および弾性画像の作成は、各フレーム目の画像作成期間において時間を異にし
てなされることを特徴とする請求項１、２のいずれかに記載の超音波診断装置。
【請求項４】
　前記超音波探触子の被検体への圧迫方向の検知は、該超音波探触子に設けた並設された
各圧力センサの圧力値分布によってなされることを特徴とする請求項２に記載の超音波診
断装置。
【請求項５】
　前記超音波探触子の被検体への圧迫方向の検知は、超音波探触子に対して基準位置とな
る個所に固定され３軸直交系の磁場を発生する磁場発生コイルと、超音波探触子に設けら
れ該３軸直交系の磁場を検出する検出コイルとによってなされることを特徴とする請求項
２に記載の超音波診断装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は超音波診断装置に係り、特に、断層画像にいわゆる弾性画像を重ねて表示でき
る超音波診断装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　超音波診断装置は、超音波を利用して被検体内の生体組織での超音波反射率を計測し、
それを輝度として診断部位の反射率断層像（以下、断層画像という）を表示していた。
【０００３】
　しかし、近年、前記断層画像の相関をとり、生体組織の移動量たとえば変位を空間微分
して歪みを計測したり、生体組織に対して圧力変化を与えて弾性率を計測したりし、これ
ら歪みあるいは弾性率を画像（以下、弾性画像という）として表示することが行われるに
至っている。
【０００４】
　この画像は、生体組織の歪み量や弾性率に応じて赤や青その他の色相情報を付与して表
示し、主に生体組織の硬い部分を表示させることにより、容易に腫瘍の広がりや大きさを
診断することができる。
【０００５】
　この弾性画像の形成については、たとえば、下記特許文献１に詳しく開示されている。
【特許文献１】特開２０００－６０８５３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、上述した超音波診断装置は、前記弾性画像を作成する場合において、隣
接する各断層画像の相関をとって行うようになっており、該断層画像は関心領域をほぼ中
央に位置づけ該関心領域よりも広い範囲の領域で作成されたものとなっていた。
【０００７】
　このため、前記関心領域の部位に圧迫を加えて弾性画像を作成する場合、前記圧迫によ
って、縦歪みのみ発生する部位と、縦歪みに横歪みが加味されて発生する部位と、横歪み
のみ発生する部位が存在し、これらはいずれも区別されることなくその弾性率が算出され
、かつ表示されるようになっている。ここで、縦歪みとは圧迫方向に一致する方向の歪み
をいい、横歪みとは圧迫方向に直交する方向の歪みをいう。しかし、縦歪みに基づいて算
出された弾性率が診断上において正確な判断ができることが判明しており、弾性画像にお
いて横歪みに基づく弾性率が表示されないことが要望されていた。
【０００８】
　本発明は、このような事情に基づいてなされたものであり、その目的は、いわゆる縦歪
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みに基づいて作成された弾性画像が表示される超音波診断装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　 本願において開示される発明のうち、代表的なものの概要を簡単に説明すれば、以下
のとおりである。
【００１０】
（１）本発明による超音波診断装置は、たとえば、円弧状に配置された超音波振動子群を
含む超音波探触子から被検体へ照射された超音波の反射エコー信号に基づき断層画像と弾
性画像を作成して表示する超音波診断装置において、前記該超音波振動子群が形成された
円弧面に対してほぼ垂線方向に超音波が照射され、扇状に広がった領域に照射された超音
波の反射エコー信号に基づき前記断層画像を作成する手段と、前記超音波振動子群からの
各超音波の照射方向は前記超音波探触子の前記被検体に対する圧迫方向に一致づけられ、
前記扇状の領域のほぼ中央において矩形状の領域内に超音波が照射され、前記矩形状の領
域内に照射された超音波の反射エコー信号に基づき前記弾性画像を作成する手段と、を備
える。

【００１１】
（２）本発明による超音波診断装置は、たとえば、超音波探触子から被検体へ照射された
超音波の反射エコー信号に基づき断層画像と弾性画像を作成して表示する超音波診断装置
において、
　前記超音波探触子から照射された超音波の反射エコー信号に基づき前記断層画像を作成
する手段と、
　前記被検体への圧迫方向を検知するセンサと、前記センサの検知によって超音波の照射
方向を前記圧迫方向へ一致づける手段と、
　前記圧迫方向へ照射する超音波の反射エコー信号に基づき前記弾性画像を作成する手段
と、を備えることを特徴とする。
【００１２】
（３）本発明による超音波診断装置は、たとえば、（１）、（２）のいずれかの構成を前
提とし、断層画像および弾性画像の作成は、各フレーム目の画像作成期間において時間を
異にしてなされることを特徴とする。
【００１３】
（４）本発明による超音波診断装置は、たとえば、（２）の構成を前提とし、前記超音波
探触子の被検体への圧迫方向の検知は、該超音波探触子に設けた並設された各圧力センサ
の圧力値分布によってなされることを特徴とする。
【００１４】
（５）本発明による超音波診断装置は、たとえば、（２）の構成を前提とし、前記超音波
探触子の被検体への圧迫方向の検知は、超音波探触子に対して基準位置となる個所に固定
され３軸直交系の磁場を発生する磁場発生コイルと、超音波探触子に設けられ該３軸直交
系の磁場を検出する検出コイルとによってなされることを特徴とする。
【００１５】
　なお、本発明は以上の構成に限定されず、本発明の技術思想を逸脱しない範囲で種々の
変更が可能である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１６】
　以下、本発明による超音波診断装置の実施例を図面を用いて説明をする。
【００１７】
　まず、図２は、本発明による超音波診断装置の一実施例を示すブロック図である。
【００１８】
　図２において、被検体１００に当接させて用いられる超音波探触子１があり、この超音
波探触子１は超音波送受信部２によって該被検体１００内に超音波１Ａを照射させるよう
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になっている。ここで、この実施例においては、後に詳述するが、該超音波探触子１は該
超音波１Ａの被検体１００内への照射にあって２つの態様が採用され、断層画像作成のた
めの超音波照射態様と弾性画像作成のための超音波照射態様が交互に動作されるようにな
っている。これら各超音波照射態様の交互の動作は、それを示す情報をキーボード２０を
介して入力することにより、制御演算部３０が自動的に行うようになっている。
【００１９】
　また、超音波探触子１は前記超音波１Ａの被検体内における反射エコーを検知するよう
になっており、この反射エコーは信号として前記超音波送受信部２に入力されるようにな
っている。超音波送受信部２からの各反射エコー信号は、整相回路３によって遅延処理が
行われ位相が揃えられて加算されるようになっている。
【００２０】
　そして、整相回路３からの信号が断層画像を作成するための信号である場合、その信号
はＢ／Ｗデジタルスキャンコンバータ４に送出され、このＢ／Ｗデジタルスキャンコンバ
ータ４により断層画像が作成されるようになっている。整相回路３からの信号が断層画像
を作成するための信号であるか否かは、たとえば、その信号が、断層画像の作成の超音波
照射態様で用いられている超音波探触子１からの反射エコー信号に基づくものであるか否
かによって判断され、前記制御演算部３０からの信号によって該Ｂ／Ｗデジタルスキャン
コンバータ４は動作し得るようになっている。該Ｂ／Ｗデジタルスキャンコンバータ４か
らの断層画像に相当する情報は合成部５に送出され、後に詳述する他の画像（弾性画像、
グラフィック画像）との合成が図られ、この合成された画像は画像表示器６に表示される
ようになっている。
【００２１】
　また、整相回路３からの信号が弾性画像を作成するための信号である場合、その信号は
変位演算部７に送出されるようになっている。整相回路３からの信号が弾性画像を作成す
るための信号であるか否かは、たとえば、その信号が、弾性画像の作成の超音波照射態様
で用いられている超音波探触子１からの反射エコー信号に基づくものであるか否かによっ
て判断され、前記制御演算部３０からの信号によって前記変位演算部７、歪み演算部８、
弾性率演算部９、およびカラーＤＳＣ１０は動作し得るようになっている。
【００２２】
　前記変位演算部７では、フレーム単位で送出されてくる信号を隣接するフレーム間で比
較することにより、断層画像内の変位を算出するようになっている。そして、変位演算部
７からの出力は歪み演算部８に送出され、この歪み演算部８によって、歪みが算出される
ようになっている。さらに、歪み演算部８からの出力は弾性率演算部９に送出され、この
弾性率演算部９によって、前記断層画像内の各部位における弾性率が算出されるようにな
っている。
【００２３】
　ここで、前記弾性率の算出にあっては、たとえば、超音波探触子１に該超音波探触子１
の被検体１００に対する圧力を計測するための圧力センサ（図示せず）が備えられ、該圧
力によって発生する被検体１００内の歪みに、前記圧力センサからの圧力値を演算パラメ
ータとすることによりなされている。しかし、本実施例の適用にあって、前記圧力センサ
は必ずしも必要となる構成となるものではない。たとえば経験則、あるいは間接的に導き
だせる他の手段からの推定によって作成される情報（推定圧力）に基づいて該弾性画像を
作成でき、このような弾性画像であっても信頼性のあるものを得ることができるからであ
る。
【００２４】
　上述のように断層画像内の各部位において弾性率が算出された後は、カラーＤＳＣ１０
によって、弾性率の値に応じた色分けが施されるようになっている。たとえば弾性率の大
きな部分から小さな部分にかけて青色から赤色に変化するようにである。色によって弾性
率の変化が一目瞭然に把握できるようになるからである。弾性率の小さな領域がある場合
、その領域には腫瘍が形成されている可能性が高くなる。このようにしてカラーＤＳＣ１
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０を経て作成された画像は弾性画像と称され、前記合成部５において前述した断層画像と
重ね合わされるようになる。該断層画像の各部位における弾性率が判るようにである。
【００２５】
　なお、図２において、前記合成部５には、前記断層画像および弾性画像の他に、カラー
スケール発生部１１、グラフィック部１２を経てグラフィック画像が入力され、該断層画
像および弾性画像とともに画像表示器６に表示されるようになっている。
【００２６】
　図１は、断層画像を形成する場合と弾性画像を作成する場合とで超音波探触子１から照
射される超音波の照射態様が異なることを示している。なお、図１では、該超音波探触子
１はたとえばコンベックス型と称されるものが示されている。
【００２７】
　すなわち、該超音波探触子１は、その被検体１００に当接される側の面にて、断面が円
弧状となる凸面を有し、この凸面は該円弧の中心軸の周側面の一部として形成されるもの
で、この面には少なくとも前記円弧の周方向に並設された複数の超音波振動子からなる超
音波振動子群（図示せず）が配置されて構成されている。図１に示す超音波探触子１は、
円弧状に配置された超音波振動子群を含む面側、すなわち前記断面の側から観た図を示し
ている。
【００２８】
　図１（ａ）は、断層画像を作成する場合における超音波探触子１からの超音波１Ａの照
射態様を示している。超音波１Ａは前記超音波振動子群の各超音波振動子から照射され、
該超音波振動子群が形成された円弧面に対してほぼ垂線方向に照射され、全体として前記
円弧の中心からの放射方向に照射されるようになっている。断層画像を作成する場合は、
関心領域となる部分のみならずその周辺の領域の部分においても表示させることが好まし
く、これに対応させて超音波探触子１からの超音波の照射においてその照射角度範囲１Ｒ
を大きくせんとするためである。このように、超音波探触子１からの超音波１Ａの上述し
た方向への照射は、制御演算部３０からの制御に基づく整相回路３における遅延時間Ｔへ
の設定によって行うことができる。
【００２９】
　図１（ｂ）は、弾性画像を作成する場合における該超音波探触子１からの超音波１Ａの
照射態様を示している。図１（ａ）の場合と比較し、超音波振動子群の各超音波振動子か
らの超音波の照射角度範囲１ｒは狭まっており、各超音波振動子からの超音波１Ａは、前
記超音波振動子群が形成された円弧面の中心と前記超音波振動子群のうち真ん中に位置す
る超音波振動子を結ぶ方向にほぼ一致づけられて照射されるようになっている。このよう
に、各超音波振動子からの超音波１Ａの照射方向を前記方向に一致づけたのは、該方向が
超音波探触子１の被検体１００に対する圧迫方向に相当するからである。すなわち、各超
音波振動子からの超音波１Ａの照射方向は超音波探触子１の被検体１００に対する圧迫方
向に一致づけるようにしたものである。弾性画像を作成する場合、各部位の弾性率を算出
しなければならない関係から、たとえば超音波探触子１で被検体１００を圧迫させる操作
がなされるが、この場合の弾性率はいわゆる縦歪みに基づくもの（横歪みをできるだけ含
まないもの）が診断上好ましいものとされ、したがって、反射エコー信号から得られる情
報は圧迫方向と一致する照射方向の超音波によるものが好ましいとされるからである。こ
のように、超音波探触子１からの超音波１Ａの上述した方向への照射は、制御演算部３０
からの制御に基づく整相回路３における遅延時間ｔへの設定によって行うことができる。
【００３０】
　なお、図１（ｃ）は、断層画像の作成の場合と弾性画像の作成の場合とにおいて、超音
波探触子１から照射される超音波１Ａの照射方向の相違を明確にした図である。扇状に広
がった領域にまで超音波が照射されている場合は断層画像を作成する場合を示し、該扇状
の領域のほぼ中央において矩形状の領域内に超音波が照射されている場合は弾性画像を作
成する場合を示している。この図１（ｃ）からも明らかとなるように、弾性画像を作成で
きる領域（照射角度範囲１ｒ）は、断層画像を作成できる領域（照射角度範囲１Ｒ）より
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も小さくなるが、断層画像の中央に位置づけられ診断者にとって関心領域となることから
、このことが特に不都合となることはないといえる。
【００３１】
　図３は、上述した断層画像の作成と弾性画像の作成とが交互になされることを示すタイ
ミング図を示している。
【００３２】
　図３（ａ）は断層画像の作成のタイミングを示し、図３（ｂ）は弾性画像の作成のタイ
ミングを示している。また、図３（ｃ）は１フレーム画像を作成する際の開始に相当する
フレーム信号を示している。この図３から明らかとなるように、１フレーム目の画像作成
期間において、たとえば最初に断層画像が作成され、次に弾性画像が作成されるようにな
っており、この動作が２フレーム目以降の画像作成期間において繰り返されることになる
。
【００３３】
　なお、このことは、断層画像の作成時に、超音波探触子１において図１（ａ）に示すよ
うに超音波１Ａが照射され、その反射エコー信号が前記Ｂ／Ｗデジタルスキャンコンバー
タ（ＤＳＣ）によって処理され、また、弾性画像の作成時に、超音波探触子１において図
１（ｂ）に示すように超音波１Ａが照射され、その反射エコー信号が、順次、前記変位演
算部７、歪み演算部８、弾性率演算部９、カラーＤＳＣ１０によって処理されることにな
るが、このような制御は、予め操作者がキーボード２０を介した情報の入力に基づく制御
演算部３０によってなされるようになっている。
【００３４】
　そして、このように作成される断層画像と弾性画像は前記合成部５によって合成される
ようになっている。すなわち、該断層画像に弾性画像がそれらの対応する座標が一致づけ
られて重ねられて画像表示器に表示されるようになっている。
【００３５】
　図４は、該合成器５における断層画像と弾性画像との合成を示す説明図である。　図４
（ａ）は画像表示器における座標（ＴＶ座標）ＴＣに対する断層画像の座標ＤＣを示した
図である。画像表示器における座標の点ＰＣは、図４（ａ’）に示すように、その点ＰＣ

を囲んで隣接する４個の断層画像の座標上の点Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ（いずれも超音波探触子１
から照射される超音波１Ａ上の点）から次式（１）に基づいて算出する値となっている。
【００３６】
　　　　　ＰＣ＝ａ・Ａ＋ｂ・Ｂ＋ｃ・Ｃ＋ｄ・Ｄ　　……（１）
　ここで、ａ、ｂ、ｃ、ｄは、それぞれＡ、Ｂ、Ｃ、ＤからＰＣまでの距離に応じて定め
られる変換係数である。
【００３７】
　また、図４（ａ）は画像表示器における座標ＴＣに対する弾性画像の座標ＥＣを示した
図である。画像表示器における座標の点ＰＬは、図４（ｂ’）に示すように、その点ＰＬ

を囲んで隣接する４個の断層画像の座標上の点Ａ’、Ｂ’、Ｃ’、Ｄ’（いずれも超音波
探触子１から照射される超音波１Ａ上の点）から次式（２）に基づいて算出する値となっ
ている。
【００３８】
　　　　　ＰＬ＝ａ’・Ａ’＋ｂ’・Ｂ’＋ｃ’・Ｃ’＋ｄ’・Ｄ’……（２）
　ここで、ａ’、ｂ’、ｃ’、ｄ’は、それぞれＡ’、Ｂ’、Ｃ’、Ｄ’からＰＬまでの
距離に応じて定められる変換係数である。
【００３９】
　このようにして得られる座標の点ＰＣ及びＰＬは、画像表示器における座標ＴＣ上で加
算されることにより、前記断層画像と弾性画像との重ねあわせがなされ、この重ね合わさ
れた画像は画像表示器によって表示されるようになっている。
【００４０】
　図１は、コンベックス型と称される超音波探触子について説明したものである。しかし
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、このような超音波探触子に限定されることはなく、たとえば図５に示した超音波探触子
１であっても同様に適用できることはいうまでもない。
【００４１】
　図５に示す超音波探触子１は、その被検体１００に当接される側の面が平坦面として形
成され、この平坦面上に超音波振動子が並設されて超音波振動子群が備えられて構成され
ている。なお、図５は、その図５（ａ）、（ｂ）、（ｃ）において、それぞれ図１（ａ）
、（ｂ）、（ｃ）に対応した図となっている。
【００４２】
　断層像を作成する場合、超音波探触子１は、図５（ａ）に示すように、その超音波振動
子群のうち真ん中の超音波振動子からの超音波は前記平坦面に対してほぼ垂直方向に照射
するようになっており、真ん中の該超音波振動子から離れるに従った他の超音波振動子か
らの超音波は前記平坦面に対する垂直方向から順次角度を大きくして照射するようになっ
ている。また、断層像を作成する場合、超音波探触子１は、図５（ｂ）に示すように、そ
の超音波振動子群の各超音波振動子からの超音波は、いずれも、前記平坦面に対してほぼ
垂直方向に照射するようになっている。
【００４３】
　図１に示した超音波探触子１は、被検体１００に当接する部分が円弧面となっており、
しかも超音波１Ａの照射は対照的となっている。このため、被検体１００の超音波探触子
１による適切な圧迫方向は一義的に決定されることになるが、実際、操作者の操作の癖等
によって適切な圧迫方向に対してずれが生じる場合がある。
【００４４】
　図６に示す超音波探触子１は、超音波探触子１の被検体１００への圧迫方向を自動的に
検知し、この検知に基づいた該圧迫方向へ超音波１Ａを照射し、縦歪みに基づく弾性画像
を得んとするものである。これにより、操作者にあって超音波探触子１の操作の癖があっ
たとしても、常に適切な弾性画像を得る効果を奏する。
【００４５】
　図６（ａ）は、超音波探触子１の他の実施例を示す構成図である。同図に示す超音波探
触子１は、図１に示したと同様に超音波診断子群を備えるが、該超音波診断子群の他に並
設された圧力センサ１Ｐからなる圧力センサ群を備えて構成されている。すなわち、超音
波探触子１の被検体１００に当接される側の面は、断面が円弧状となる凸面を有し、この
凸面は該円弧の中心軸の周側面の一部として形成されるが、この面に前記円弧の周方向に
前記圧力センサ１Ｐがたとえば等間隔に並設されている。この場合、各圧力センサ１Ｐは
、超音波振動子の間に配置されるように並設させてもよく、超音波振動子群と層を異にし
て並設させてもよい。そして、図６（ａ）では、超音波探触子１を被検体１００に対して
図中Ａ方向に圧迫したことを想定している。
【００４６】
　この場合、各圧力センサ１Ｐが検知する圧力値は図６（ｂ）に示すようになり、超音波
探触子１の前記円弧面の円弧中心から前記Ａ方向の線上に位置づけられる圧力センサ１Ｐ
において最大の圧力値を示し、その両脇の圧力センサ１Ｐは前記Ａ方向の傾きに応じた圧
力値の差を示すようになる。このことから、前記圧力センサ群の各圧力センサ１Ｐの圧力
値における分布の状態から前記Ａ方向を推定することができ、図１（ｃ）に示すように、
この推定されたＡ方向に超音波１Ａの照射を指向させるようにする。
【００４７】
　このような構成からなる超音波探触子１を用いた場合、図２に対応した図７の超音波診
断装置のブロック構成図から明らかとなるように、該超音波探触子１の各圧力センサ１Ｐ
の出力は制御演算部３０に入力され、この制御演算部３０にて、前記Ａ方向に相当する方
向が算出されるようになっている。さらに、前記方向に超音波探触子１から超音波１Ａが
照射されるように、その信号を前記整相回路３に送出するようになっている。
【００４８】
　なお、図６に示した実施例では、コンベックス型と称される超音波探触子１について説
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明したものである。しかし、上述した構成は、図８に示すいわゆるラジアル型と称される
超音波探触子１においても適用できることはいうまでもない。
【００４９】
　この超音波探触子１は円筒形状をなし、その先端において周方向に沿って円環状に配置
された超音波振動子群を備えて構成されている。このような超音波探触子１は該先端を被
検体の孔部に挿入して用いられ、必要に応じて該円周の一部にてたとえば図中Ｂ方向に圧
迫を施すことができるようになる。
【００５０】
　このため、該超音波振動子群に隣接する個所であって、超音波探触子１の周方向に沿っ
て円環状に圧力センサ１Ｐを並設させ、これら各圧力センサ１Ｐの圧力値の分布から前記
Ｂ方向、つまり圧迫を施している方向を推定できるようになる。このため、該超音波探触
子１を用いて弾性画像を得ようとする場合、前記Ｂ方向に超音波１Ａを照射させることに
より、縦歪みに基づく弾性画像を得ることができるようになる。
【００５１】
　また、図６に示した実施例では、超音波探触子１の被検体１００に対する圧迫方向を該
超音波探触子１に具備させた圧力センサ１Ｐによって算出しようとしたものである。しか
し、圧力センサに限定されることはなく、他のセンサであってもよいことはいうまでもな
い。たとえば、超音波探触子１の移動における位置情報の取得は、たとえば被検体１００
を寝載するテーブルの任意の位置（超音波探触子１に対して基準位置となる位置）に固定
され３軸直交系の磁場を発生する磁場発生コイル（発信器）を備え、超音波探触子１に設
けられ該３軸直交系の磁場を検出する検出コイル（受信器）からの出力情報を得ることに
よって可能となる。このため、超音波探触子１の移動方向を検知することにより、該移動
方向と一致づけられる圧迫方向を検出するようにしてもよい。
【００５２】
　上述した実施例では、断層画像の作成の際における超音波探触子１からの超音波１Ａを
一方向に照射する場合について説明したものである。しかし、該超音波１Ａを超音波探触
子１に対してたとえば左側方向、真中方向、および右側方向へと順次切り替えて操作させ
る手法が採られる場合があり、この手法を採用するようにしてもよいことはもちろんであ
る。超音波の照射に対して影となってしまう個所においても鮮明が画像が得られるという
効果を奏するからである。
【００５３】
　この場合における超音波照射と、弾性画像の作成の際における該超音波探触子１からの
超音波照射のタイムチャートはたとえば図９に示され、この図９は図３に対応したものと
なっている。
【００５４】
　図９（ａ）は断層画像の作成のタイミングを示し、図９（ｂ）は弾性画像の作成のタイ
ミングを示している。また、図９（ｃ）は１フレーム画像を作成する際の開始に相当する
フレーム信号を示している。
【００５５】
　この図９から明らかとなるように、１フレーム目の画像作成期間において、たとえば最
初に断層画像が、超音波探触子１に対して左側方向（右側方向）の超音波照射、真中方向
の超音波照射、右側方向（左側方向）の超音波照射によって作成され、次に弾性画像が作
成されるようになっており、この動作が２フレーム目以降の画像作成期間において繰り返
されることになる。
【００５６】
　上述した各実施例はそれぞれ単独に、あるいは組み合わせて用いても良い。それぞれの
実施例での効果を単独であるいは相乗して奏することができるからである。
【図面の簡単な説明】
【００５７】
【図１】本発明による超音波診断装置に用いられる超音波探触子の一実施例を示す構成図
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である。
【図２】本発明による超音波診断装置の一実施例を示すブロック図である。
【図３】本発明による超音波診断装置における断層画像の作成と弾性画像の作成を示した
タイムチャートの一実施例を示す図である。
【図４】本発明による超音波診断装置において断層画像と弾性画像との合成の一実施例を
示した説明図である。
【図５】本発明による超音波診断装置に用いられる超音波探触子の他の実施例を示す構成
図である。
【図６】本発明による超音波診断装置に用いられる超音波探触子の他の実施例を示す構成
図である。
【図７】図６に示した超音波探触子を用いた場合の超音波診断装置のブロック図である。
【図８】本発明による超音波診断装置に用いられる超音波探触子の一実施例を示す構成図
である。
【図９】本発明による超音波診断装置における断層画像の作成と弾性画像の作成を示した
タイムチャートの他の実施例を示す図である。
【符号の説明】
【００５８】
１……超音波探触子、１Ａ……超音波、１Ｐ……圧力センサ、２……超音波送受信部、３
……整相回路、４……Ｂ／Ｗデジタルスキャンコンバータ、５……合成部、６……画像表
示器、７……変位演算部、８……歪み演算部、９……弾性率演算部、１０……カラーＤＳ
Ｃ、１１……カラースケール発生部、１２……グラフィック部、２０……キーボード、３
０……制御演算部、１００……被検体。

【図１】 【図２】
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